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１．概要

○目 的
普通会計の歳入歳出、基金の残高及び地方債現在高がどのように推移するかを
推計し、中長期視点に立った計画的財政運営を進めます。

○期 間
平成２９年度～平成３３年度（今後５ヶ年間）

※普通交付税の合併算定替の段階的縮減が、平成２７年度から平成３１年度まで
５ヶ年かけて実施され、平成３２年度には一本算定となります。

○位置づけ
中期財政見通しは、後年度の財政収支の見通しを明らかにしながら、第３次財
政改革プランの目標達成に向けた取り組みや今後の予算編成に当たっての指針と
します。
なお、この見通しは、現行の行財政制度により作成したものであり、今後地方
財政を取り巻く環境が変化していく中で、状況が大きく変わることも予想されま
すので、毎年度見直しが必要となります。
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２．中期財政見通しの推計方法
＜歳 入＞
○市税
各年度、税目毎に前年度収納率等を
勘案し推計
○普通交付税
２８年度単位費用、係数等を用いて
試算。３３年度は、3２年度国勢調査
人口推計値により試算。公債費につい
ては市債の額と連動し推計
○国県支出金
各年度の事業計画から積上げ試算

○市債
各年度の事業計画から積上げ試算
臨時財政対策債は２８年度確定額で
推移
○その他
事業計画等から積上げ試算

＜歳 出＞
○人件費
・職員給与費
第３次定員適正化計画による職員
数の推移等により試算

○公債費
各年度の市債借入額から試算

○繰出金
特別会計の各年度収支見込より試算

○その他
２８年度当初予算ベースに事業費
１００万円以上の増減見込により試算



※財政改革プランのグラフは、第３次財政改革プランが２８年度から３２年度までのため、３３年度は記載していません。

３．普通交付税の推計
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今回試算

合併算定替 約△１３億円
離島対応 約 ３億円
地方消費税交付金 約△４億円
人口減少 約△３億円
人口減少対策 約 ３億円
その他 約△１億円

単位：百万円合併算定替段階的縮減
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普通交付税の合併算定替の段階的縮減が、２７年度から３１年度まで５ヶ年かけて実施され、３２年度には一本算定となりま
す。段階的縮減による減少額は約１５億円となる見込みです。また、３３年度には、国勢調査による人口見直しによりさらに減少
が見込まれます。

（決定額）

減少見込額

約△１５億円
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（決定額）

Ｈ32国調
による減

（当初決定額）

＜普通交付税の推計方法＞
○２８年度の単位費用、係数等を用いて試算
○２８～３２年度は、２７年度国勢調査人口を、３３年度は、３２年度国勢調査人
口推計値を用いる
○公債費については、市債の額と連動し試算



事業名 年 度 事業費 国 費 県 費 地方債 その他特財 一般財源

瀬戸・堤線道路整備 29～30 324.1 204.1 119.9 （辺地） 0.1

市役所本庁庁舎整備 29～31 2,444.9 49.3 2,275.6 （合併） 120.0

清掃センター建設 29～31 4,962.8 1,127.7 3,643.2 （合併） 191.9

消防署出張所庁舎整備 29～31 481.6 457.4 （合併） 24.2

緑丘小学校校舎改築 29～31 1,657.4 287.0 1,301.7 （合併） 68.7

里仁田尾線外４路線道路整備 29～32 361.3 241.0 120.2 （辺地） 0.1

図書館建設 29～32 1,035.6 1,025.5 （過疎） 10.1

光情報通信機器更新 29～33 591.5 339.6 （合併） 251.9

浄化槽設置整備補助金（補助） 29～33 494.1 247.0 148.2 98.9

中央公園長寿命化 29～33 892.5 421.6 470.6 （辺地） 0.3

市役所支所庁舎整備 30～33 1,338.6 60.2 1,278.4 0.0
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４．主な大型事業（２９～３３年度）
単位：百万円

※平成２９年度から平成３３年度までの事業費が３億円以上の見通しとなる建設事業を記載しています。
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５．歳入歳出総額と財源不足額
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単位：百万円

このグラフは、現行の行政サービス水準を維持し、かつ、建設事業など現時点で計画されている事業を
予定通り実施し、このまま財政運営を継続した場合の収支見込です。普通交付税の算定方法の見直し等に
より財源不足額は圧縮されますが、慢性的に財源不足が生じる見込みとなっています。
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６．財源不足額と財源調整基金残高

単位：百万円

※財源調整基金＝財政調整基金+減債基金

このグラフは、各年度の財源不足額をすべて基金の取崩しにより補てんした場合の基金残高の推移です。
普通交付税の算定方法の見直し等により毎年の基金の取崩しは少なくなるものの、確実に減少しているた
め、このまま使い続ければ基金が枯渇してしまいます。
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７．地方債発行予定額
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単位：百万円

このグラフは、各年度の地方債発行予定額です。地方債の借入れに際しては、交付税措置の高い有利な地方債
（辺地債80％、過疎債・合併特例債70％など）の活用により後年度の負担を軽減しています。なお、平成３１年
度までは、合併特例債を活用した事業実施に伴い、発行予定額が大きくなっています。

※臨時財政対策債は、地方公共団体の一般財源不足を補うため、特別に発行を認められた地方債です。発行に伴い地方公共
団体が将来にわたって支払うべき元利償還金は後年度の地方交付税としてその全額が措置されることになっています。
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８．地方債現在高の推移
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単位：百万円

地方債現在高は、これまで大きく減少してきました。清掃センター、小学校、庁舎などの建設を予定しているため
３１年度には大きく増加しますが、大型の建設事業が終了する３２年度以降は再び減少する見込みです。

中期財政】 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33

辺地債 2,671 3,002 3,213 3,426 3,597 3,409 3,107

過疎債 5,346 5,805 6,036 6,047 6,153 6,824 6,616

合併債 8,417 8,965 9,276 11,361 14,763 13,752 12,696

臨財債 10,307 10,367 10,369 10,314 10,203 10,048 9,849

その他 8,894 7,485 6,289 5,605 4,809 4,298 3,844

計 35,635 35,624 35,183 36,753 39,525 38,331 36,112

※財政改革プランのグラフは、第３次財政改革プランが２８年度から３２年度までのため、３３年度は記載していません。

第3次財政改革プラン

中期財政見通し

決算額（決算見込額）
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９．今後の財政運営の取組み

中期財政見通しでは、本市が自主財源に乏しく地方交付税への依存が大きいこと
から、普通交付税の合併算定替の段階的縮減に伴う収支不足が見込まれています。

普通交付税については、平成２６年度に総務省より「市町村の姿の変化に対応し
た交付税算定について」が示され、平成２６年度以降５年間程度の期間で、支所に
要する経費の算定、人口密度等による需要の割増し、標準団体の面積の見直しが実
施されることとなり、縮減額の改善を見込んでおりますが、それでもなお、１５億
円の縮減が見込まれており、厳しい財政運営を迫られています。

合併算定替が終了した後も、健全で持続可能な財政運営を行っていくため、平成
２８年３月に策定した第３次財政改革プランに掲げた取り組みを着実に遂行してい
くとともに、事務事業評価により、その効果や成果を検証し、事業の廃止や見直し
を積極的に行うことで、引き続き「歳入に見合う歳出構造への転換」を図っていき
ます。

今後も社会情勢や経済状況により地方自治体を取り巻く財政状況は大きく変化す
ることも予想されることから、中期財政見通しについては、毎年度見直しを行なっ
ていきます。



中期財政見通し　歳入歳出総額
（単位：百万円）

歳入総額(ｱ) 29,458 18,866 28,267 18,816 30,052 18,471 31,560 18,248 26,550 18,110 25,124 17,875

市税（地方税） 3,300 3,300 3,319 3,319 3,257 3,257 3,279 3,279 3,293 3,293 3,195 3,195

地方譲与税 224 224 224 224 224 224 224 224 224 224 224 224

各交付金 689 689 689 689 689 689 689 689 689 689 689 689

地方特例交付金 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

地方交付税 13,718 13,718 13,754 13,754 13,471 13,471 13,226 13,226 13,074 13,074 13,205 13,205

　うち普通交付税 12,056 12,056 12,092 12,092 11,809 11,809 11,564 11,564 11,412 11,412 11,276 11,276

　うち特別交付税 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662 1,662

国県支出金 6,628 25 5,714 25 6,119 25 6,292 25 5,319 25 5,046 25

市債（地方債） 3,737 777 3,157 672 5,130 672 6,395 672 2,704 672 1,597 672

その他 1,157 128 1,405 128 1,156 128 1,451 128 1,242 128 1,164 △ 139

歳出総額(ｲ) 29,982 19,390 29,468 20,017 30,842 19,261 33,179 19,867 26,915 18,475 25,461 18,212

人件費 5,104 4,915 4,986 4,827 5,002 4,814 4,978 4,785 4,959 4,780 4,885 4,729

扶助費 5,245 1,584 4,928 1,590 4,928 1,590 4,928 1,590 4,928 1,590 4,928 1,590

公債費 3,903 3,789 3,900 3,782 3,832 3,715 3,877 3,763 3,979 3,862 4,042 3,925

物件費 4,168 3,205 4,060 3,238 3,929 3,097 3,999 3,323 3,786 3,144 3,643 2,992

維持補修費 164 150 164 150 164 150 164 150 164 150 164 150

補助費等 3,021 2,139 3,218 2,248 3,106 2,256 3,078 2,110 2,900 2,060 2,815 1,975

投資的経費 4,950 968 4,805 1,698 6,684 1,181 9,177 1,755 3,314 589 2,149 595

繰出金 3,054 2,577 2,784 2,344 2,743 2,318 2,661 2,265 2,537 2,141 2,495 2,115

その他 374 64 624 140 454 140 316 127 348 160 340 142

収支(ｳ)=(ｱ)-(ｲ)

基金取崩し額(ｴ)

累積赤字(ｶ)

年度末基金残高(ｷ)

※四捨五入のため、歳入総額と歳出総額は内訳の合計と一致しない場合があります。

※平成２８年度は、当初予算で財政調整基金５２４百万円を取り崩しているため、収支がマイナスになっています。

平成31年度
中期財政見通し

平成32年度
中期財政見通し

平成33年度
中期財政見通し

事業費

平成28年度
当初予算

平成29年度
中期財政見通し

平成30年度
中期財政見通し

△ 524 △ 1,201

790 1,619 365

事業費 一般財源

△ 365 △ 337

事業費 一般財源 事業費

△ 790 △ 1,619

一般財源 事業費 一般財源一般財源 事業費 一般財源

337

最終収支(ｵ)=(ｳ)+(ｴ) 0 0 0 0 0 0

524 1,201

0 0 0 0

2,046

0 0

4,367 2,748 2,3836,358 5,157

中期財政見通し（Ｈ28年度版）


